
「平成３年税制―土地税制の抜本的改革（地価税、特別土地保有税の拡充、宅

地並み課税の実施、譲渡課税の基本税率引上げと軽減税率の引下げ、買換え特

例の適用対象縮減）」 

 
（地価税） 

 
・相続税評価額が１５億円を超える土地等を所有する個人及び法人（資本金が

１億円を超える法人の場合は１０億円超）に対して、その超える金額につい

て、毎年０．３％（平成４年は０．２％）を課税。  

 
（特別土地保有税） 

 
・三大都市圏の特定市おいて、昭和６１年１月１日以後取得した土地の合計面

積が１，０００㎡以上であるものに対しては課税。 

 
・三大都市圏の特定市について、青空駐車場、資材置場等、土地自体の利用を

主たる目的とする特定施設については、免税土地制度を適用しない。 

 
・市街化区域内の土地に対する課税期間（１０年間）を廃止。  

 
（固定資産税・都市計画税） 

 
・市街化区域農地の宅地並み課税について、単位評価額が３万円未満のものに

ついても対象とする。（平成４年から） 

 
・宅地並み課税に係る長期営農継続農地制度の廃止。（平成３年限り） 

 
・市街化区域農地の所有者が、平成３年４月１日～平成４年１２月３１日の間

に宅地化のための手続を開始し、平成３年４月１日～平成５年１２月３１日

の間に宅地化のための計画策定等が行われたことについて市町村長の認定を

受けた場合、平成４年分～平成６年分の固定資産税及び都市計画税を１０分

の１に減額。  

 
（所得税） 

 
・長期譲渡所得に係る分離課税率（４千万円以下２０％、４千万円超２５％）



を一律３０％に引上げ。（平成４年１月１日～） 

 
・所有期間１０年超の居住用財産の譲渡の特例（３千万円特別控除後の分離課

税率を４千万円以下１０％、４千万円超１５％）を、６千万円以下１０％、

６千万円超１５％に拡充。（平成４年１月１日～） 

 
（法人税） 

 
・土地等の譲渡益（短期重課又は超短期重課の適用を受けるものを除く。）に対

して、通常の法人税とは別に、１０％の税率で追加課税。 

 
・超短期重課制度に関し、３０％の税率による追加課税方式を、６７．５％の

分離課税方式に変更。 

 
（所得税・法人税） 

 
・特定の事業用資産の買換え特例に関し、長期保有土地等から減価償却資産へ

の買換えを廃止。（平成３年１２月３１日限り。） 


